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神戸町告示第８号 

 

神戸町自転車乗車用ヘルメット購入費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、自転車に乗車する者のヘルメットの着用を促進し、自転車に

係る交通事故による被害の軽減を図るため、予算の範囲内で補助金を交付するこ

ととし、その交付については、神戸町補助金等交付規則（昭和54年神戸町規則第8

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによ

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(１) 子ども 出生の日から18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にあ

る者をいう。 

(２) 保護者 子どもの親権を行う者、未成年後見人その他子どもを現に監護す

る者又は社会通念上子どもを保護する責任がある親族をいう。 

(３) ヘルメット 自転車乗車時に着用し、交通事故の衝撃及び転倒から頭部を

保護する目的で製造され、次のいずれかの認証等を受けた新品のものをいう。 

ア 一般財団法人製品安全協会が安全基準に適合することを認証したSGマーク 

イ 公益財団法人日本自転車競技連盟が安全基準に適合することを認証した

JCFマーク 

ウ 欧州連合の欧州委員会が安全基準に適合することを認証したCEマーク 

エ ドイツ連邦共和国が法で定める安全基準に適合することを認証したGSマー

ク 

オ アメリカ合衆国の消費者製品安全委員会が安全基準に適合することを認証

したCPSCマーク 

カ その他アからオまでに類する認証等を受けたマーク等が付されたもので、

町長が認めるもの 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、本町の
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住民基本台帳に記録されている者で、ヘルメットを購入する者（子どもが着用す

るヘルメットを購入する場合にあっては、その保護者）とする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助対象経費は、第２条に規定する補助対象者が、ヘルメット販売事業者

の店舗等において、当該年度内に購入を行うヘルメットの購入費とする。 

２ 町長は、予算の範囲内で、補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額（その

額に100円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）を補助金として交付

する。ただし、その上限額は、2,000円とする。 

３ 補助金の交付は、ヘルメットを着用する者１人につき年１回までとする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、神戸町

自転車乗車用ヘルメット購入費補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に次に

掲げる書類を添えて、ヘルメットを購入した日の年度内に町長に提出しなければ

ならない。 

(１) 購入したヘルメットの品名その他補助事業の内容が分かる事項が記載され

た領収書等又はその写し 

(２) 保証書その他安全認証を受けたことが分かる書類等 

２ 規則第7条に規定する実績報告は、前項の申請をもって、これに代えるものとす

る。 

（交付の決定等） 

第６条 町長は、前条第１項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、

補助金の交付の可否を決定する。 

２ 前項の規定により補助を決定したときは、速やかに交付申請者の指定する金融

機関口座への振込により補助金を交付するものとする。 

３ 町長は、補助をしないときは申請者に対し、神戸町自転車乗車用ヘルメット購

入費補助金交付却下通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（交付の条件） 

第７条 補助金の交付の条件は、次のとおりとする。 

(１) 購入したヘルメットは、自転車乗車時に着用すること。 

(２) ヘルメットの購入後に発生した交通事故に関し、町が一切の責任を負わな

いことについて了承すること。 
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（検査） 

第８条 町長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めた

ときは、職員に補助事業の実施について検査をさせ、又は関係者の意見を聴くこ

とができる。 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、町長

が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月２７日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

 


